答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１６年１２月１５日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「北九州市八幡西区○○○丁目○番○号、○○○の所有固定資産の全部又は一部について、土地･家屋課税台帳兼名寄帳を交付したことが分る文書。（平成１５年度・１６年度分）」

　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１６年１２月２１日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成１６年１２月２１日付北九西課第３３０号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１６年１２月２５日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１７年２月２３日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。
（１）開示請求した行政文書は、存在していることが明らかである。
（２）特定個人の財産が北九州市内に存在していることを第三者に明らかにされたため、特定個人として第三者が誰であるか、また何通ほど交付されたか等知る権利がある。
　（３）開示請求者と第三者に交付された固定資産に関する文書に記載されたその所有者とは同一人物である。

（４）不開示決定理由が不明確である。
（５）以上のとおり、本件処分は不当である。
　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　　実施機関が理由説明書において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　土地・家屋課税台帳兼名寄帳（以下「名寄帳」という。）は、地方税法（平成１６年３月３１日法律第１７号。以下「法」という。）第３８７条第３項の規定に基づき納税義務者等の閲覧に供しているものであり、本市においてはそのコピーを名寄帳の閲覧を請求する者（以下「閲覧申請者」という。）に交付している。
２　閲覧申請者は、納税義務者等の住所、氏名を「閲覧申請書」（縦覧期間中は「縦覧・閲覧申請書」となる。）に記載した後、窓口に提出する。

住所及び氏名などで名寄帳を特定し記載内容に間違いがなければ、閲覧申請者に名寄帳の写しを交付する。

３　名寄帳を交付した場合は、閲覧申請書を保管する。したがって、閲覧申請書が保管されているということは、そこに記載された者の固定資産が北九州市に存在することを意味する。
４　特定の者の固定資産の所有状況は、個人の財産に関する情報であり、情報公開条例第７条第１号の不開示情報に該当する。
５　閲覧申請書に記載された者の氏名を特定して、開示請求があった場合、その存否を答えるだけで、固定資産が市内にあるということを明らかにしたことと同じ結果となる。よって、条例第１０条第１項に該当し、行政文書の存否をあきらかにしないで、開示請求を拒否したものである。
６　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、以下のように判断する。

　１　本件行政文書の概要等

　（１）本件行政文書は、特定個人の所有固定資産について名寄帳の写しを交付したことがわかる文書であり、名寄帳の写しの交付を請求する場合に記載する閲覧申請書が該当するものと認められる。請求の対象となる納税義務者の住所・氏名などを記載する欄がある。

（２）本市においては、閲覧申請書は名寄帳の閲覧、写しの交付を行った場合に保管している。したがって、閲覧申請書は、本市に固定資産を所有している者などが記載されている名寄帳の閲覧、写しの交付を請求していることを前提として取得し、保有されている文書である。

閲覧申請書が存在しているか否かを答えることは、当該個人が固定資産を本市内に所有しているという事実の有無を答えることと同様の結果を生じさせるものと認められる。
　２　条例第１０条第1項（行政文書の存否に関する情報）該当性
　（１）処分庁は、本項に該当するとして、本件行政文書を不開示とした。

（２）条例第１０条第1項は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」ことを定めている。
　　　本項は、開示請求に対しては、行政文書の存否を明らかにした上で、開示決定等をすべきであるが、その例外として、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否することができることを定めたものである。

　　　このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。
　　　
（３）本項該当性判断

条例第７条第１号は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものについては、同号ただし書に該当する場合を除き、不開示情報と規定している。

特定の個人が固定資産を本市に有しているという事実の有無についての情報は、個人に関する情報であって、当該個人を識別することができるものと認められ、また、ただし書に該当しないことから、同号の不開示情報に該当することは明らかである。
　したがって、上記１（２）のとおり、保有している閲覧申請書の性格は、当該個人が固定資産を本市に所有しているという事実の有無を表すものであり、本件行政文書の存否を応えるだけで、条例第７条第1号の不開示情報を開示することになるため、条例第１０条第１項の規定により本件請求を拒否すべきものと認められる。

３　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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